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1 ．はじめに

　最近，企業を取り巻く環境はめまぐるしく変

化し，その結果，環境変化に対する適応が企業

の存続に決定的に重要な影響を与える。今日の

企業において経営戦略の策定および実施が最

重要課題になったのも，ここにゆえんがある。

この問題に有用な経営手法の1つとして，BSC

（Balanced Scorecard；バランス・スコアカー

ド）があげられる。BSCは，キャプラン・ノー

トンによって開発された戦略的管理手法である

（Kaplan and Norton; [1992][1996][2001][2004

a][2004b]など）。

　今や多くの企業において，サプライチェー

ン・マネジメントが戦略目標に含められるよう

になった。市場に目を向ければ，消費者ニーズ

は，急速にしかも激しく変化し，また製品ライ

フ・サイクルも短縮している。これらに適応す

るためには，社会に対して新製品や新サービス

をタイムリーに提供するとともに，消費者の欲

する製品・サービスを，消費者の必要な時に供

給することなどが重要である。そのためには，

サプライチェーンのパートナーによる協働およ

び情報交換さらには機能シフトなどが必要であ

る。

　以下では，BSCが与えるサプライチェーン・

マネジメントへの貢献を従来の文献に基づいて

理論的かつ規範的に考察する。

2 ． サプライチェーン・マネジメントが与

える戦略への影響

（1）ビジョンおよびミッションならびに戦略

　戦略の策定は，ビジョンおよびミッションに

基づく（たとえばWard [1992] pp. 15―16；吉

川・ベリングポイント［2003］38頁）。ビジョ

ンとミッションは，後で詳しく述べるように，

経営理念や経営姿勢を表明し，したがって，従

業員および企業外部に対して，揺るぎない企業

基盤を伝達する。一方，戦略は，経営環境の変

化に対する適応を目的にする。かくして，ビジョ

ンとミッションは，環境変化に対する適応に関

して確固たる理念や方針を与える。

　ビジョンは，その企業が社会に存在すること

によって，社会の発展のために何をなすべきか，

あるいは何を達成すべきかを示す（Ward [1992] 

p. 15―16；吉川・ベリングポイント［2003］38

頁）。企業の社会的貢献は，何よりもまず顧客

に対する製品やサービスの提供によって果たさ

れる。そこで，企業の経営者は，社会に対して

提供する事業のコンセプト（吉川・ベリングポ

イント［2003］38頁），つまり，ターゲットに

すべき市場，顧客および製品・サービスは何か

を明らかにし，それらを社会と従業員に伝達し

なければならない。この役割を果たすのがミッ

ションである。

　ミッションは，社会に貢献するべく，その企

業が取り組む事業領域を限定すると同時に，絶
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対に手を出してはならないビジネスならびにビ

ジネス行為をも明らかにする（たとえば吉川・

ベリングポイント［2003］38頁）。さらに，ミッ

ションは，経営者の企業観や経営理念の表明を

含む。したがって，ミッションが明示する経営

目標には，たとえば，経営者が従業員に対して

求めるものに関する目標や逆に経営者が従業員

に与える労働環境に関する目標，さらには，企

業が社会や顧客との間に良好な関係を構築し維

持するためには何をなすべきかについての目標

が存在する。なお，ミッションは，財務デー

タによる目標を含む必要はないが，「家電業界

のナンバーワンを目指す」などの形で企業目標

を明らかにして従業員に伝えなければならない

（Ward [1992] pp. 16―17）。

　戦略は，ミッションおよびビジョンならびに

戦略分析に基づいて策定される。戦略分析に

は，業界分析，市場分析，競合企業の分析およ

び自社の強みと弱みの分析などが含められる

（たとえば，Hambrick and Fredrickson [2001] 

p. 50）。すなわち，戦略分析においては，まず，

Porter（1985）の5つの競争要因に基づいて，

同業者間の競争，代替品の脅威，新規参入業者

の脅威，買い手の交渉力および売り手（供給業

者）の交渉力それぞれの視点から，これら5つ

の競争相手グループとの間の競争ルールを正確

に把握し，それに従って，競争上有利になれる

ように戦略を策定する。また，顧客・市場ニー

ズの分析も不可欠である。さらに，自社の業界

内における立場に関すると強みと弱み，自社の

所有している様々な経営資源の強みと弱みおよ

びPorter（1985）の価値連鎖および価値シス

テムの強みと弱みなどについて分析しなければ

ならない（吉川・ベリングポイント［2003］

47―69頁）。このように自社の強みを様々な視

点から明らかにすることから，差別化の方策が

浮かび上がってくる。

　企業戦略は，大局的に見れば，まず，いかな

る製品やサービスを，いずれの国・地域の，ど

のような顧客に提供するかを決定し，次に，そ

の事業において，いかにして他社と異なる差

別化を図るかを明らかにする。さらに，この

ようなビジネス・シナリオに従って経営の舵取

りを行うためには，従業員を含めていかなる経

営資源が必要であり，それらをどのように獲

得し，どう配分するかを決定する（たとえば，

Simons [2000] p. 16）。

　Hambrick and Fredrickson（2001） に よ れ

ば，戦略策定における意思決定は，次の5つに

分類される。第1は，どのような事業領域に進

出すべきかである。この決定については，製

品カテゴリー，市場，地域，主要な技術および

自社が従事する付加価値段階（製品開発，生

産，販売，サービス，流通）などできる限り細

部にわたらなければならない（Hambrick and 

Fredrickson [2001] pp. 53―54）。第2は，目標

の事業にいかなる方法で進出するかである。こ

れには，全てを自社のみで行う，ジョイントベ

ンチャー，ライセンシング，フランチャイジ

ングおよび買収が含められる（Hambrick and 

Fredrickson [2001] pp. 54―55）。第3は，差別

化の方法である（Hambrick and Fredrickson 

[2001] p. 55）。競争優位要因については，たと

えば，独自の機能，価格，納期，アフターサー

ビス，販売経路・販売方法およびブランドがあ

げられる（牧戸・皆川・木村［1999］）。第4に，

企業目標をいつまでに達成するか，それまでに

どのような段階を経るべきかを決定しなけれ

ばならない（Hambrick and Fredrickson [2001] 

pp. 55―56）。第5は，どのようにして利益を得

るかである。これには，スケール・メリットに

よる低コスト，範囲の経済による低コスト，ユ
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ニークなサービス提供による高価格（独自の

サービスによる差別化）および高機能化による

高価格（独自の機能による差別化）が含められ

る（Hambrick and Fredrickson [2001] pp. 56―

57）。

（2） サプライチェーン・マネジメントがミッ

ションに与える影響

　さて，企業はすべからく，自分が担当する機

能が研究開発から製品等の最終顧客への引渡し

までのうちのどれであろうとも，ミッション・

ステートメントにおいて，最終製品の消費者に

対して，必要な製品等を，必要な時に，低い価

格で提供して，最終製品消費者を満足させるこ

とによって，存在意義を醸し出すことについて

言及すべきである。個別の企業が，この基本的

でしかも最重要経営課題を達成するためには，

サプライチェーンの他の諸パートナー間の緊密

な連携が不可欠である。

　このように，企業は，自分がサプライチェー

ンのどの段階の機能を担当しようとも，最終製

品の消費者を満足させなければならない。つま

り，サプライチェーンの各パートナーは一様

に，自分の利益が当該サプライチェーンの供給

する最終製品の販売動向によって決定される。

その結果として，パートナー全員が成長するた

めには，サプライチェーン全体としての連携が

重要である。かくして，サプライチェーン・マ

ネジメントは，個々の企業のミッションに対し

てインパクトを与える。

　今，企業がサプライチェーンに入る目的を考

察する。その1つとしては，サプライチェーン

の業績を通して，自分の成長を図ることがあげ

られる。ここで重要なのは，サプライチェーン

全体としての業績は向上したが，あるパート

ナーではコストアップが生じたケースがあり得

ることである。

　この場合，サプライチェーン全体としての業

績改善が一部のパートナーの犠牲のもとで成し

遂げられる。この問題を鑑みれば，個々の企業

は，サプライチェーン全体としての収益改善や

コスト低減が実現できた場合には，その成果を

パートナー同士で分与し合うことをサプライ

チェーン政策に含めることが重要である。

3 ．BSCの構造

　Kaplan and Nortonによれば，BSCの偉力の

1つとしては，戦略を測定することがあげられ

る（Kaplan and Norton [2001] p. 3）。戦略は，

価値創造プロセスの仮説である（Kaplan and 

Norton [2001] pp. 75―76）。

　BSCにおいては，戦略を測定するために，

遅行指標と先行指標の2つの業績指標を用い

る。遅行指標は，一定期間における成果に対

する目標を表わし，先行指標は，遅行指標の

達成に有用な活動の目標を示す（Kaplan and 

Norton [2001] pp. 75―76）。

　遅行指標と先行指標は，因果関係を表わす。

その因果関係の内容は，次の通りである。すな

わち，一定期間において日々，従業員が自分の

仕事について新しいやり方を創造し実施するこ

とによって，ビジネス現場の活動に対して設定

した目標（つまり先行指標の目標）が達成され

ると，その期間の末には，全社的戦略に関する

目標（つまり遅行指標の目標）が達成できる。

たとえば，メーカーが小売との間の情報ネット

ワークを拡大するならば，新製品開発に役立つ

消費者ニーズ情報が入手できるようになり，新

製品の成功の確率が高まる。その結果として，

情報ネットワーク拡充は利益を増加させる。し

たがって，この場合，利益向上に関する目標が
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遅行指標であり，情報ネットワーク拡充に関す

る目標値が先行指標である。以下では，引き続

きBSCの特徴を考察する。

①　4つの視点

　BSCは，戦略の成功要因を4つの視点，すな

わち財務の視点，顧客の視点，内部業務プロセ

スの視点および学習と成長の視点からとらえる

（Kaplan and Norton [1992]）。財務の視点から

は，戦略が将来において生み出す財務的成果を

当該企業の内外に伝える。

　企業の利益は，顧客を満足させて初めて生ず

る。そこで，顧客の視点からは，いかにして顧

客の価値を生み出すかを明らかにする。顧客満

足は，企業の諸活動によって達成される。した

がって，企業は，付加価値活動，つまり，顧客

に価値を与える活動を創造し，それらを効果的

にしかも効率的に実施しなければならない。

　内部業務プロセスの視点からは，全社をあげ

て顧客価値の創造が実現できる業務プロセスを

創造し実施する。最後に学習と成長の視点から

は，戦略を創造し，それを成功裏に実施するた

めには，いかなる無形資産が必要であり，また

それらをどのようにして獲得するかを検討す

る。Kaplan and Norton（[2004a] p. 55） に よ

れば，どんな戦略についてもその成功に対して

決定的に重要な影響を与える無形資産は，人的

資本，情報資本および組織資本（企業文化，リー

ダーシップ，戦略と社員との整合性および知識

共有の能力）である。

②　因果関係

　BSCは，2つの因果関係から構成される。

　因果関係の1つは，財務の視点⇔顧客の視点

⇔内部業務プロセスの視点⇔学習と成長の視点

である。まず，戦略の成果に関する目標を財務

情報で表す。次に，この目標利益を達成するた

めには，どのような内容の顧客満足が重要であ

るか，それをどのようにして実現するかなどを

検討する。また，このような顧客満足を実現す

るためには，いかなる業務プロセスが必要であ

るかを明らかにする。さらには，戦略の実施に

不可欠な無形資産は何か，それらをいかにして

獲得するか，当該無形資産をいかに活用するか

などについて検討する。

　上述の4つの視点（財務，顧客，内部業務プ

ロセス，学習と成長）相互間の因果関係につい

て，誤解を生まないように直ちに次の点を指摘

しなければならない。BSCの視点は，財務，

顧客，内部業務プロセス，学習と成長だけに限

定されない。重要なのは，既存戦略および新し

い戦略に必要な戦術は何かについて全社をあげ

て検討することである。その結果として，BSC

の視点は決定される。実際，第5の視点として，

環境保全の視点を設けているBSCもある（伊

藤［2004］40頁）。

　各視点からは，戦略目標・戦略テーマを表す

管理指標とその重要成功要因が設定される。既

述のように，戦略重要成功要因は，遅行指標と

先行指標から成る。各視点から決定される戦略

目標，遅行指標および先行指標の間には因果関

係が存在する。

　BSC策定は，次のステップを踏む（図1参

照）。すなわち，まず，戦略をいくつかの戦略

目標・戦略テーマによって表す。戦略目標は4

つの視点ごとに決定される。次に，各戦略目標

について，一定期間の成果を表す遅行（結果）

指標を決める。この遅行指標に基づいて，戦略

目標の達成状況が評価できる。続いて，戦略目

標に有用な改善策を決定して，その業績評価指

標を設定する。これが先行指標である。先行指

標と遅行指標の間の関係に着目するならば，一

定期間において日々，先行指標を向上させると，

期末には遅行指標の目標に到達できる。
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　このように，BSCは，企業の使命および戦

略が何かを明らかにするだけでなく，その戦略

を成功裏に実施する上で重要な要因を明示する

とともに，それらに対して目標を設定する。さ

らに，戦略重要成功要因に対する目標設定に関

しては，図2に示すように，各部門において設

定した目標をさらに個人別に落とし込むことも

重要である。

環　境 ミッション

戦　　　　　　　　　　　　略

いかなる事業に進出するか。（製品カテゴリー，市場，地域など）

どのような形態で目標の事業に進出するか。（自社単独，ジョイント

　ベンチャー，ライセンシング，フランチャイジングなど）

差別化の方法は何か。（独自の機能，価格，納期，アフターサービス，

　販売チャネル，ブランドなど）

いつまでに企業目標を達成するか。

どのようにして利益を獲得するか。（コスト・リーダーシップ，ユニーク

　なサービス提供，製品の高機能化など）

財務の視点

顧客の視点

内部業務プロセスの視点

学習と成長の視点

視点 戦略目標・テーマ 遅行指標 先行指標

図 1　BSC 策定プロセス

（注） BSCはKaplan and Norton［1992］，戦略の要素はHambrick and Fredrickson
［2001］に基づく。

視点 戦略目標・テーマ 遅行指標 先行指標

視点 戦略目標・テーマ 遅行指標 先行指標

視点 戦略目標・テーマ 遅行指標 先行指標

顧客の視点

財務の視点

全社的戦略目標

部門別戦略目標

個人別戦略目標

内部業務プロセスの視点

学習と成長の視点

顧客の視点

財務の視点

内部業務プロセスの視点

学習と成長の視点

顧客の視点

財務の視点

内部業務プロセスの視点

学習と成長の視点

図 2　全社的目標の分解
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　「企業戦略」，「企業戦略を成功裏に実施する

上で重要な業績指標あるいは成功要因」ならび

に「それらの戦略重要成功要因に関する各部門

および従業員それぞれの目標」の3つの間の因

果関係を分析することによって，次の2つの成

長ドライバーが生まれる。すなわち，第1に，

すべての従業員は，自分の業務遂行が会社の成

長に対して貢献することを実感できる。

　第2に，顧客の視点，業務プロセスの視点，

学習と成長の視点から設定した戦略重要成功要

因目標は達成できたのにもかかわらず，戦略お

よび目標利益が達成できない場合，BSCは，

次の警告を早期に発する。すなわち，BSCは，

既存の戦術が戦略の実現に役に立たないこと，

あるいは既存の戦略がその企業を囲む環境に

適応していないことを警告する。このシグナル

によって，全社をあげて，戦術の見直しならび

に新しい戦略の策定に取り組むことが可能にな

る。

③　トレード・オフの可視化

　Kaplan and Norton（1996）は，モービル社

のBSCについて考察している。モービル社は，

財務の視点から生産性向上と収益増加の2つを

戦略目標とする。生産性向上と収益増加の間に

は，トレード・オフの関係が存在し，一方を追

及すれば他方を犠牲にせざるを得ないケースが

多い。しかしながら，モービル社は，BSCに

よって，このトレード・オフを定義づけて可視

化した上で，効果的に対処できる戦略を構築し

た（Kaplan and Norton [1996] pp. 30―32）。

　Porter（1996）によれば，企業が持続的成長

を遂げるためには，これまでトレード・オフの

関係があるとされてきた諸戦略あるいは諸活動

に対して，他社に先駆けてあえて積極果敢に踏

み込み，それらを同時に追求できる新しい戦略

あるいは新しい活動を創造することが重要であ

る。

　ビジネス上のトレード・オフの解消には，多

大の困難を伴い，したがって，相当の努力を要

する。その結果として，多くの会社は，トレー

ド・オフ解消に取り組みたくない。その中で，

いち早くトレード・オフ打破に成功するなら

ば，その会社は成長を遂げられる。BSCは，

これまで二律背反の関係にあり，同時達成が困

難とされてきた諸戦略であろうとも，4つの視

点から，しかも財務情報と非財務情報を用いて，

それぞれの戦略実施のプロセスを解析し，それ

らのトレード・オフの関係にある諸戦略を同時

に追求できる新しい戦略を策定する。ただし，

このようにして策定される複数の戦略を実際に

実施するかについて最終的に決定する際には，

自社の経営資源が重要な要因になる。

4 ．サプライチェーンBSCの種類

　サプライチェーン・マネジメントは，パート

ナー間の協調的連結諸活動ならびにそれらの連

鎖を管理する。その目的は，新製品の市場提供

およびサプライチェーン全体としてのコストや

リードタイムの改善などを達成するために，新

しいパートナー間の協調的連結活動を創造し，

かつ既存の協調的連結諸活動の生産性を上げる

ことである。

　それでは，BSCは，どのようにしてサプラ

イチェーン・マネジメントが成功裏に実施され

たかを評価するのか。従前の研究によれば，サ

プライチェーンBSCの種類には，パートナー

それぞれが自分のサプライチェーンBSCを作

成するタイプ（たとえば，Park et al. [2005]）

と，全パートナーが共同してそのサプライ

チェーン全体としてのBSCを作成するタイプ

（たとえば，Zimmermann [2002]）がある。
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　Park et al. （2005）は，1つの会社の自分の

BSCのなかにサプライチェーン・マネジメン

トの業績評価システムを包含するBSCモデル

について考察している。その研究の特徴の1つ

としては，他のパートナーとの協調的連結諸活

動を管理するために，外部ビジネスプロセスの

視点を設置する点があげられる。この外部ビ

ジネスプロセスの視点からは，「戦略的購買の

実施」，「サプライヤーとの連携強化」および

「購買の効率性アップ」を管理する（Park et al. 

[2005] p. 342）。さらに，これら3つの戦略目

標の重要成功要因をあげると，戦略的購買は，

購買品の品質，購買統制コスト，購買品の価

格，購買契約成立までに要する時間，購買契約

成立の割合，購買材料の戻し率およびサプライ

ヤーの納期遵守率である（Park et al. [2005] p. 

342）。また，サプライヤーとの連携が強化さ

れたかを評価するには，発注情報共有，在庫情

報共有，需要予測情報共有およびパートナーと

の信頼などに関する業績評価指標が用いられる

（Park et al. [2005] p. 342）。最後に，購買の効

率化に対しては，インターネット購買の割合，

発注活動の効率化ならびに注文品の納入充足率

が影響を与える（Park et al. [2005] p. 342）。

　Zimmermann［2002］は，民生用化学製品の

メーカーとその販売会社との統合BSCのケー

ススタディを通して，BSCが与えるサプライ

チェーン・マネジメントへの貢献を考察して

いる。Zimmermann［2002］は，このサプラ

イチェーン統合BSCにおいて，戦略目標は何

か，さらに，各戦略目標の重要成功要因などの

業績評価指標は何か，また，各業績評価は財務

指標か，あるいは非財務指標であるか，ならび

に各業績評価指標は，遅行指標か，それとも遅

行指標の達成に有用な活動の目標を示す先行指

標であるかについて述べている（Zimmermann 

[2002] p. 406）。その概要は本論文末に注記す

る（1）。

5 ．統合サプライチェーンBSC

　前節で述べたように，サプライチェーン・マ

ネジメントは，顧客満足を達成するために，新

しいパートナーとの協調的連結活動の創造およ

び既存のパートナー間協調的連結活動の継続的

改善を促進する。これらの達成は，サプライ

チェーン全体の成長ならびに個々のパートナー

業績に対して決定的に重要な影響を及ぼす。

　本節は，サプライチェーン参加諸企業が共同

してそのサプライチェーンの成長に向けて統合

サプライチェーンBSCを策定する際に，それ

に組み込むべき業績評価指標を考察する。以下

の議論は，サプライチェーン・マネジメントお

よびBSCに関する文献レビューに基づいて，

理論的かつ規範的に行う。

（1）顧客の視点

　サプライチェーンBSCにおける顧客の視点

からは，新製品の提供が重要である。さらに，

既存製品については，最終消費者が欲する製品

を最終消費者が必要とする時に低コストで供給

し，またアフターサービスも充実することに

よって，新規顧客を開拓するとともに，リピー

ターを増やすことが必要である。

　サプライチェーンが，上述の戦略目標を達成

し，最終消費者を引き付けられたかを評価する

ための遅行指標としては，各メーカーの製品の

顧客満足調査ランキング，マーケットシェアが

あげられる。これらの遅行指標に影響を与える

先行指標については，新製品開発件数，納期遵

守およびアフターサービス満足度が重要であ

る。
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（2）サプライチェーン・システムの視点

　これは，ポーターの価値システム（Porter

［1985］)に基づく（2）。この視点からは，市場

ニーズの変化に対して迅速に適応するために，

各パートナーにおける経営を統合管理する。そ

こでの戦略上の課題としては，パートナー間の

情報共有の促進およびパートナー同士の連携強

化によるサプライチェーン全体としてのリード

タイム（原材料の調達から最終製品を顧客に引

渡すまでにかかる時間）の短縮があげられる。

　サプライチェーンは，パートナー同士が市場

の動向などを共有して一体となって，最終消費

者のニーズに合致する製品を迅速に供給する。

企業は，このサプライチェーンのメリットを活

かして，自分の成長を図るために，サプライ

チェーンに参加する。この意味から，顧客価値

創造に向けたサプライチェーン全体としての統

合管理の要諦としては，1つにパートナー間の

情報交換を促進すること，1つに新しい製品を

企画しそれを生産し最終的に顧客に引き渡すま

でにかかるサプライチェーン全体のリードタイ

ムを短縮することがあげられる。

　それでは，これらの戦略目標の成功要因は何

か。まず，サプライチェーン全体における情報

共有の成功要因としては，たとえばパートナー

間の情報交換の範囲，つまりパートナー同士で

どのような情報を交換し合うかがあげられる。

サプライチェーンにおける情報交換の範囲の類

型の1例をあげるならば，受発注データの交換

に止まるケースから在庫情報を交換情報に含む

ケース，さらに市場情報から新製品開発情報ま

でもが交換されるケースが存在する。サプライ

チェーンBSCは，このような形の情報交換の

目標水準を設定し評価する。

　次に，サプライチェーン全体にわたる新製品

や既存製品の供給総所要時間の短縮には，たと

えば，各パートナーが自分のリードタイムを短

縮しなければならない。また，もし部品メー

カーが規格に合わない部品を作り，さらに，そ

れを完成品メーカーに供給してしまうならば，

各パートナーのリードタイムが悪化する。その

理由は，不良品が発生すると，工場のいたる所

で作業が遅延し，各工程において仕掛品の待ち

行列が長くなるからである。したがって，サプ

ライチェーン全体にわたる新製品や既存製品の

供給総所要時間の短縮には，各パートナーに対

して不良率の減少目標を設定して，それを確実

に達成しなければならない。

　ただし，品質改善は，効率的でしかも効果

的でなければならない（たとえば，Rust et al. 

[1995]）。つまり，品質改善は，品質管理から

発生するコストを引き下げ，しかも，品質管理

の成果である「売上高増加」を実現しなければ

ならない。その意味から，リードタイム短縮に

関する評価においては，品質コスト低減目標お

よび売上高増加目標の2つを同時に達成するこ

とが重要である。

（3）学習と成長の視点

　この視点からは，パートナー同士を結ぶコン

ピュータ・ネットワークの構築およびその使用

が重要である。また，各パートナーは，そのサ

プライチェーンが市場に提供する製品の販売促

進に資する技術を持った人材やサプライチェー

ン・マネジメントに長けた人材を育成しなけれ

ばならない。

（4）パートナー間の協調

　企業は，サプライチェーン全体としての業績

を向上させることによって，自分の成長を図る

ためにサプライチェーンに参画する。サプライ

チェーンが市場に提供する最終製品の開発や販
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売促進について，部品メーカー，完成品メー

カー，販売業者などの諸パートナー間の協調的

活動の範囲を広げるならば，サプライチェーン

全体としての業績は一層向上する。

（5）財務の視点

①　財務視点からの戦略変更警告

　戦略は，将来の環境変化に対する適応プロセ

スのシナリオである。このことは，環境変化の

予測間違いおよびシナリオの作成間違いなどか

ら戦略変更が必要になることを意味する。この

戦略変更には，2つの課題・タイプが含まれる。

すなわち，第1に，現在の戦略実現のために以

前に設定したBSC諸視点からの戦術およびそ

の業績評価指標が実は当該戦略の実現に有用で

ないことがわかったので，現在の戦略を実現す

るべく，戦術およびその業績評価指標の変更が

必要になるケースがある。第2に，企業環境の

変化によって，新しい戦略の創造が急務になる

ケースが起こる。

　BSC各視点から設定した諸戦術の有効性に

問題が生じたことを知らせる情報に関しても，

新しい戦略を創造しなければならないことを警

告するシグナルについても，その1つは，財務

の視点から発せられる。

　まず，財務の視点からの戦術変更シグナルに

関しては，もし，戦術の業績評価指標の目標は

達成されたが，全社的な目標利益が達成されな

いならば，現在の戦術が今の戦略の実現に有用

でないと判断できる。換言するならば，戦術の

業績評価指標の目標は達成されたにもかかわら

ず，全社的な目標利益が達成されない理由は，

そのBSCに描かれている戦略と戦術の間に因

果関係が存在しないからである。したがって，

この場合には，現在の戦略実現に直接的に貢献

する戦術を新たに策定しなければならない。

　次に，財務の視点が与える戦略創造への影響

について考察する。目標利益が長期にわたって

実現できない場合，その理由の1つとしては，

戦略そのものが環境変化に対して適応していな

いことがあげられる。その場合には，環境変化

に適応する新しい戦略の策定が課題になる。

②　戦略変更警告シグナルとしての目標利益の

設定

　戦略変更警告シグナルとして役に立つ目標利

益の要件をあげるならば，見通すことのできる

将来の戦略実施全期間を複数に区切って設定し

た期間別の戦略成果目標を表し，実績と目標と

の差異によって，その戦略プロセスを評価でき

るものでなければならない。これを満たす利益

指標の1つとしては，将来にわたって発生する

サプライチェーン全体のキャッシュフローの目

標があげられる。その例が図3である（3）。

　図3の例において，短期的には，1年を複数

の期間に区切って，期間ごとに既存の戦略か

ら生ずるサプライチェーン全体としての期待

キャッシュフローを決定する。期間ごとにサプ

ライチェーン全体としてのキャッシュフローの

目標と実績とのギャップを把握して，不利な差

異が継続して発生する場合には各視点別に戦術

変更を検討しなければならない。さらに，もし

図 3　 サプライチェーン全体キャッシュフロー

のギャップ分析（概念図）
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中期的にサプライチェーン全体としてのキャッ

シュフロー目標が達成できないならば，その原

因の1つとしては，現在の戦略そのものがビジ

ネス環境に合致していないことがあげられる。

この問題を解決するためには，新しいビジネス

への進出などの新しい戦略を創造しなければな

らない。

6 ．おわりに

　本研究では，統合サプライチェーンBSCに

ついて理論的かつ規範的に考察した。これは，

サプライチェーン参加諸企業が共同してそのサ

プライチェーンの成長に向けて策定する。統合

サプライチェーンBSCに織り込むべき業績評

価指標をまとめると，次の表の通りである。

視点 戦略目標 遅行指標 先行指標

財務 ・ 見通しのきく将来の

サ プ ラ イ チ ェ ー ン

全体としてのキャッ

シュフロー目標の達

成

・ 年度別サプライチェーン全体

キャッシュフロー目標

・ 1 年を複数期間に区切って

設定した各期間別サプライ

チェーン全体キャッシュフ

ロー目標（たとえば四半期別

サプライチェーン・キャッ

シュフロー目標）

顧客 ・ 新製品の市場提供

・リピーターの増加

・顧客満足調査ランキング

・マーケットシェア

・新製品開発件数

・納期順守率

・アフターサービス満足度

サ プ ラ イ

チェーン・

システム

・ 市場ニーズの変化に

対する迅速な適応

・ パートナー間で新たに共有す

る情報の種類の増加に関する

中期的目標の達成

・ サプライチェーン全体のリー

ドタイムに関する中期的目標

の達成

・ サプライチェーン全体として

の品質原価（予防コスト，評

価コスト，失敗コスト）改善

に関する中期的目標の達成

・ サプライチェーンの最終製品

売上高伸び率に関する中期的

目標の達成

・ パートナー間で新たに共有す

る情報の種類増加に関する年

度別目標

・ 各パートナーにおけるリード

タイム短縮に関する短期的な

期間別目標

・ 各パートナーにおける不良率

低減に関する短期的な期間別

目標

・ 各パートナーにおける品質コ

スト（予防コスト，評価コス

ト，失敗コスト）低減に関す

る期間短期的な期間別目標

学習と成

長

・ パ ー ト ナ ー 同 士 を

結ぶコンピュータ・

ネットワークの戦略

的利用

・ パートナー同士でインター

ネットを介して新たに交換す

る情報の増加に関する中期的

目標の達成

・ 新しい情報システム構築に関

する中期的目標の達成

・ パートナー同士でインター

ネットを介して新たに交換す

る情報の増加に関する年度別

目標

・ 新しい情報システム構築に関

する年度別目標

パ ー ト

ナー間の

協調

・ パートナー相互の協

調活動の種類・範囲

の増加

・ パートナー相互の協調活動の

増加に関する中期的目標の達

成

・ パートナー相互の協調活動の

増加に関する年度別目標

（注）Park et al. [2005]，Zimmermann［2002］を参考にして作成。
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上の表では，内部業務プロセスの視点の代わり

にサプライチェーン・システムが設定され，さ

らに，第5の視点として，パートナー間の協調

が設けられた。

注

（1）　Zimmermann［2002］によるサプライチェー

ン・BSCの概要を示せば，次の通りである。す

なわち，①財務の視点からは，持続的成長を戦

略目標とする。その重要成功変数は，メーカー

と販売会社の売上高合計（財務指標，遅行指標）

および販売量で見るマーケットシェア（非財務

指標，遅行指標）である。②顧客の視点からの

戦略目標は，顧客満足の一層の向上であり，そ

の重要成功要因は，顧客満足に関するアンケー

ト結果（非財務指標，先行指標），苦情件数（非

財務指標，先行指標）および苦情比率［苦情件

数÷販売会社の受注総数］（非財務指標，先行指

標）である。③業務プロセスの視点からは，JIT

納品，在庫コスト低減および管理業務プロセス

の改善を重視し，そのために，納期遵守に関す

る指標（非財務指標，先行指標），在庫レベル（非

財務指標，先行指標），メーカーと販売会社の月

間平均在庫量÷同売上量（非財務指標，先行指

標），およびメーカーと販売会社の売上量合計を

業績評価対象にする。④発展の視点からは，e-

コマースの活用，各パートナーの従業員の協力

に対する満足高揚およびパートナー同士による

共同マーケティングを戦略目標とする（業績評

価指標は未設定である）（Zimmermann［2002］）。

（2）　Porterは，活動を戦略の基礎単位に位置づけ

る（Porter［1996］)。Porter［1985］は， 一 般

的に企業の活動を，購買物流，製造，出荷物流，

マーケティングと販売，サービスの5つの主活

動と，これら主活動をサポートする4つの支援

活動（すなわち，調達活動，技術開発，人的資

源管理，全般管理［財務，法務，情報サービス

など］）に分類する。Porter［1985］は，この

ような企業内の諸活動の連鎖をバリューチェー

ンと呼ぶ。複数の企業のバリューチェーンが連

結された材料の調達から完成品の最終顧客への

引渡しまでの垂直的流れが価値システムである。

（3）　これは，損益分岐点到達期間分析を参考にし

た。損益分岐点到達期間分析は，新製品研究開

発費用が，発売後どのくらいの期間で回収され

るかを分析するものである（House and Price

［1991］）。
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